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１ 近畿における一般廃棄物の処理概況１．近畿における一般廃棄物の処理概況
（平成17年度データによる比較）

地域別比較： 全国7地域（北海道、東北、関東、中部、近畿、中国
四国、九州）別の人口加重平均で見ると、近畿は次のような状況。

i 人口一人当たり排出総量が多い（ただし 事業系の排出量が多いi. 人口一人当たり排出総量が多い（ただし、事業系の排出量が多い
一方、家庭系は他地域と遜色ない）

ii. リサイクル率が低い

iii. 最終処分率が高い

iv. 人口一人当たり処理経費（固定的経費除く）が大きい。

地域別・人口規模別比較： 7地域別・人口規模別の市町村グループ
を比較すると、近畿地域の人口50万人以上の大都市グループにおい
て、上記(i)～(iv)の状況が特に顕著。一方、人口規模が小さいグルーて、上記(i) (iv)の状況が特に顕著。 方、人口規模が小さいグル

プほど、グループ内の市町村間のばらつきが大きい傾向が見られ、
小さな市町村ほど3Rの取組の熟度にギャップがあることが示唆。

総じて、大都市における状況が近畿全体の状況に少なからず影響。
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（地域別比較の概要）（地域別比較の概要）
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※ は、各指標が最高値となった地域。(リサイクル率のみ、最低値の地域)



（地域別・人口規模別比較の概要）（地域別・人口規模別比較の概要）
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２．改善施策の課題や今後の方向性２．改善施策の課題や今後の方向性
18年度以降、京阪神において、事業系・家庭系の両面で、相次いで高い効果が見込ま
れる施策が導入。全体的には今後、17年度の近畿の概況も改善が期待。

各種施策の効果等について、以下のとおり考察。各種施策 効果等に 、以下 とおり考察。

○家庭ごみ排出抑制には有望な施策だが、近畿ではむ
しろ事業系ごみの多さが大きな課題。

①家庭ごみの有料化について

○京阪神の大都市ではこれまで、事業系ごみ
受入手数料が他都市より低かったため 事

④事業系ごみ手数料の見直しについて

。

しろ事業系ごみの多さが大きな課題。

○有料化単独での効果は限定的。導入に際しては、各
家庭が排出削減できる手段を合わせて用意すべき。

○手数料収入は、（処理費用の補填よりも）発生抑制
をさらに促進するための施策に用いることが合理的。

受入手数料が他都市より低かったため、事
業者に発生抑制のインセンティブが働きに
くかったとの指摘。

○ここ数年、京阪神でも相次いで手数料改定
がなされており 今後の推移に注目。をさらに促進するための施策に用いることが合理的。

○分別回収の立ち遅れが近畿のリサイクル率低迷の要
因の一つとも考えられ 優先的に取り組むべき事項

②資源ごみ再資源化の強化について

がなされており、今後の推移に注目。

○近畿のごみ処理経費が高いことには、京
阪神の処理事業で「直営方式」が採られ

⑤ごみ処理事業の方式について

因の つとも考えられ、優先的に取り組むべき事項。
ただし、その際には住民協力が極めて重要。

○回収等の行政コスト増大が懸念されるが、容リ法の
関連制度等も活用し、リサイクルを推進すべき。

阪神の処理事業で「直営方式」が採られ
ていることが影響しているとの指摘。

○しかし、直営方式には、「市民へのきめ
細かな普及啓発」、「行政における技術
継承（行政の事故防止能力の維持）」等

○戸別収集方式は、住民協力の面などでステーション
方式よりメリットが多いが、行政コスト増大が懸念。

○一方 ステーション方式であっても 自治会の立ち

③収集方式の選択と住民協力について 継承（行政の事故防止能力の維持）」等
のベネフィットがあることから、これを
最大限活かし、外部委託方式との適切な
分担を考慮すべき。

○なお 収集運搬のコストには 人口密集
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○ 方、ステ ション方式であっても、自治会の立ち
当番等で高い効果を挙げているケースもある。住民
の参加意識向上が成功のカギ。 。

○なお、収集運搬のコストには、人口密集
状況等短期的には解決困難な要素が影響
するため、効率化には長期的視点が必要。



３ 一般廃棄物処理状況の指標等について
現状、環境省の「一般廃棄物処理実態調査」では、市町村が把握した数量を全国集計
しているが、個々の数値データは市町村により取扱いが異なる可能性が指摘された。

３．一般廃棄物処理状況の指標等について

今後、以下のような諸課題について改善が望まれる。

○例えば ス パ 店頭での資源回収 ごみ収集ス

①家庭ごみの「見えないフロー」 ③最終処分量の把握について

○例えば、スーパー店頭での資源回収、ごみ収集ス
テーションからの資源の抜き取りなど、市町村が関
与していないため行政側に把握されていない「見え
ないフロー」が存在。

○これらはリサイクル率の全国的向上に寄与するもの

○最終処分量ゼロの市町村が存在する。これ
は、例えば市町村間相互の処理委託などが
原因となって、最終処分量の報告漏れに繋
がった可能性が示唆される。

的○これらはリサイクル率の全国的向上に寄与するもの
であり、把握・推計手法を検討すべき。なおこれは、
循環基本計画に基づく循環利用率の把握にも影響。

○特に小売店の店頭回収は、容リ法に基づき個々には
その量が算定されている筈であるが 行政がこれを

○市町村連携による広域処理は基本的に望ま
しいが、最終処分量の把握漏れに繋がると
すれば問題。統一的整理を徹底すべき。

。
その量が算定されている筈であるが、行政がこれを
利用できる制度となっておらず、改善を検討すべき。

②事業系ごみの「見えないフロー」
○現状、ごみ処理経費のうち施設整備等固定
的経費については、減価償却が導入されて
おらず 施設工事等大規模な支出がある年

④ごみ処理経費について

○事業所が（市町村を経ずに）直接リサイクルに回す
オフィスペーパーなど、行政側に把握されていない
「見えないフロー」が存在。

○これらはリサイクル率の全国的向上に寄与するもの
あ 検 す き

おらず、施設工事等大規模な支出がある年
とない年の差が激しく、比較が難しい。

○透明性確保の観点から、環境省のガイドラ
イン（「一般廃棄物会計基準」）に準じ、
減価償却も加味した会計基準の導入が促進
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であり、把握・推計手法を検討すべき。なおこれは、
循環基本計画に基づく循環利用率の把握にも影響。

減価償却も加味した会計基準の導入が促進
されることが望ましい。



４ その他の課題４．その他の課題

①その他関連指標データの整備 ②資源ごみの抜き取りについて

○環境省のガイドラインでは、市町村の
ごみ処理システムについて、処理状況
や経費だけでなく、地球温暖化対策、
住民満足度など多様な側面から総合的

○家庭ごみからの資源ごみ（特に、古紙類やアル
ミ缶等金属類）の抜き取りが横行しており、近
年の資源高騰によりこれが増加している可能性
もある住民満足度など多様な側面から総合的

に評価すべきとされている一方、これ
らについて現状では統一的データがな
く、比較が困難。

○特にごみ燃料化(RDF化等)については

もある。

○これらは一般廃棄物であり、適正処理の確保は
市町村の責任。従って、資源ごみ抜き取りの実
態を可能な限り把握した上で *、必要に応じ何ら
かの対策を講じるべき○特にごみ燃料化(RDF化等)については、

同ガイドラインで、地球温暖化対策
（熱回収）の側面から評価すべきとさ
れていることから、今回の解析では解
析から除外しており 実施している市

かの対策を講じるべき。

○近畿地域の大きな特色として 広域的な海面最

③大阪湾フェニックス処分場について

析から除外しており、実施している市
町村の施策が評価されていない。

○これらの側面について、全国的な統一
的データの整備が望まれる。その際、
温室効果ガス排出量算定については

○近畿地域の大きな特色として、広域的な海面最
終を行う大阪湾フェニックスセンターの存在が
ある。これにより、近畿地域では広域的な最終
処分場が適切に確保・運営されてきた。

○しかしながら 同センターでも 一部を除き新温室効果ガス排出量算定については、
独自に実施している市町村もあること
から、既存の算定手法と調整を図るこ
とが望ましい。

○しかしながら、同センタ でも、 部を除き新
規処分場建設の見込は立っておらず、限られた
処分場を大切に利用する観点から、近畿地域に
おけるより一層の最終処分量の削減努力が重要。
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* 資源ごみの抜き取りについては、いくつかの自治体で試行的推計の例がある。



【おわりに】【おわりに】
近畿地域の平成17年度の一般廃棄物処理状況は他地域に劣り、特に大都市におい
てこの傾向は顕著。一方、平成18年度以降、京阪神でも特色ある施策が相次いてこの傾向は顕著。 方、平成18年度以降、京阪神でも特色ある施策が相次い

で導入され、今後の改善が期待。しかしながら、「他地域に並ぶ」に留まら
ず、「他地域に勝る」べく、今後も継続的に努力することが期待。

中小市町村では処理状況に大きなばらつきがあり、3Rの取組に関する熟度の差

の影響が示唆。中小市町村においても、規模等に応じた改善施策の積極的な導
入が期待。その際、市町村独力では情報収集能力等にも限界があることから、

整的府県においても調整的役割を果たし、改善に寄与していくことが期待。

近畿の処理経費が高いことについて、「直営方式」の影響が指摘されている
が 明確な原因特定には至らなか た 直営方式は 人件費の硬直性などのデが、明確な原因特定には至らなかった。直営方式は、人件費の硬直性などのデ
メリットがある反面、技術面・安全面の優位性など公共事業に不可欠のメリッ
トもあることから、コスト議論だけで直営方式を切り捨てることは不適切。

市町村行政は、ともすれば「リサイクル」を優先し、再資源化の拡大などハー
ド的施策に注力しがちであるが、本来、3Rの中では「リデュース」や「リユー

ス」が優先。リデュースやリユースの一層の促進のため、ソフト的施策も駆使」が優先。リデ やリ 層 促進 ため、ソフト的施策も駆使
し、地域住民のライフスタイルや意識の改革を図ることが極めて重要。
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